
持分法投資損益
(注) 

(注) 

(注) 

(注) 　
平

深川 一太

潜 在 株 式 調 整 後 １ 株

円
― ―

―

―

―

― ―

― ―

―

20年3月期の連結業績予想の数値は確定していないので記載しておりません。確定次第公表いたします。

１８年９月中間期
―
―
―

―
―

２０年３月期（予想）

――

―
―

―
百万円

― ―
― ―

―

百万円

―

１ 株 当 た り 中 間
( 当 期 ) 純 利 益 当たり中間(当期)純利益

―

コード番号　５３３５ ＵＲＬ http://www.fukagawa-seiji.co.jp

―

( 百万円未満切捨て）

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 中間(当期)純利益

（％表示は対前年中間期増減率）

平成１９年１２月２８日

上場会社名　深川製磁株式会社 上場取引所 福 証　

代 表 者 (役職名) 取 締 役 社 長 (氏名)

問合せ先責任者 (役職名) 取締役管理本部長 ＴＥＬ (０９５５)４３－２１５１

半期報告書提出予定日 平成１９年１２月２８日

(氏名)原   忠雄

―

銭

(1) 連結経営成績
１．１９年９月中間期の連結業績(平成１９年４月１日～平成１９年９月３０日)

―
％

―

―

―

百万円 ％

１８年９月中間期
―
―

１９年９月中間期 ―
―

％％ 百万円

― ―

百万円

―
―

１９年３月期 ― ―

1９年9月中間期

百万円
１９年９月中間期

１９年９月中間期
１８年９月中間期 ―
１９年３月期

―百万円

―
(参考) 1９年9月中間期

―

銭円

１ 株 当 た り 純 資 産

―百万円 1９年3月期

　平成19年9月中間期は、中間期末日が連結子会社のみなし支配獲得日となり、中間連結財務諸表のうち中間
連結貸借対照表のみが連結対象であるため、19年9月中間期、18年9月中間期、19年3月期の金額及び19年9
月中間期、18年9月中間期の対前年増減率は記載しておりません。

(2) 連結財政状態
総 資 産

―百万円

純 資 産

百万円
自 己 資 本 比 率

1８年9月中間期

―

％百万円
△

円 銭
１９年９月中間期 10△ 25
１８年９月中間期 ― ――

△

―

営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る

自己資本 －百万円

―
1９年3月期

財 務 活 動 に よ る 現金及び現金同等物

－百万円

　平成19年9月中間期より連結財務諸表を作成しているので、18年9月中間期、19年3月期の金額及び比率は
記載しておりません。

△４０百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況

―

１ 株 当 た り 配 当 金
(基準日）

――― ―通 期 ―

百万円

― ―

％

(％表示は対前期増減率）

―

２０年３月期
１９年３月期

％ 円 銭百万円 ％ 百万円％ 百万円

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり

当期純利益

００

０ ００

０

年 間

円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期 末 期 末

２．配当の状況

１９年３月期

平成２０年３月期  中間決算短信（連結）

40

1８年9月中間期

キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

―
―

期 末 残 高

百万円

― ―

百万円
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

３．２０年３月期の連結業績予想(平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日)

―

2,791
―
―

1.5

(参考)

１９年３月期

　平成19年9月中間期は、中間期末日が連結子会社のみなし支配獲得日となり、中間連結財務諸表のうち中間
連結貸借対照表のみが連結対象であるため、19年9月中間期、18年9月中間期、19年3月期の金額は記載して
おりません。
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 (1) 期中における重要な子会社の異動(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動 )　

①

②

   ※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

深川製磁㈱　(5335)　平成20年３月期中間決算短信(連結)

①　会計基準等の改正に伴う変更 有　・　無

４．その他
有　・　無

  　   2  平成19年9月中間期より連結財務諸表を作成しているため、18年9月中間期、19年3月期については記載して

②　①以外の変更

19年9月中間期

有　・　無

19年3月期119,041株

〔(注)詳細は、13ページ｢中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。〕

　　る重要な事項の変更に記載されるもの）

期末発行済株式数（自己株式を含む）

  (注) 1  １株当たり中間(当期）純利益金額の算定の基礎となる株式数は、当中間連結会計期間については中間連結

18年9月中間期 －株期末自己株式数

 (3) 発行済株式数（普通株式）

－株

 当社株式は、福岡証券取引所において平成19年12月31日をもって株券上場廃止になることが決定しておりますが、
その後については日本証券業協会のグリーンシート銘柄として、平成20年1月4日より株券の売買が可能となります。

 (2) 中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間連結財務諸表作成のための基本とな

－株 19年3月期 －株19年9月中間期 4,100,000株 18年9月中間期

        損益計算書を作成していないため、算定上の基礎に関する記載を省略しております。

　　  　おりません。
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通期の見通し

当中間会計期間における投資活動による資金の増加は８千２百万円（前年同期は２百万円の増加）となり
ました。これは主として、投資有価証券の売却による収入５千万円や保険料掛金解約による収入１千８百万
円によるものであります。

１ 経営成績

①資産、負債及び純資産の状況

(1) 経営成績に関する分析
　当中間会計期間におけるわが国の経済は、電気機械や輸出関連を中心に底堅く、原油の高騰など、懸念材
料を抱えながらも企業収益の改善による民間設備投資の増加、雇用情勢や個人消費も改善の兆しが見られる
ことから景気は緩やかながら総じて堅調に拡大基調を維持しました。しかしながら、陶磁器業界は依然とし
て厳しい状況が続き予断を許さない状況が続いております。
　このような状況のもと、当社では、生産面においては人件費の削減や外注加工費などの削減に努めました
が、一部生産調整を行ったため原価高となりました。
　また、当社の伝統産業としての挑戦が、新しいジャパンメイドの技術とデザインを海外に志向させる企業
行動として「０７年デザインエクセレントカンパニー賞」を受賞いたしました。これは、「上質な生活」へ
向けて陶磁器のさらなるポテンシャルを推進することが当社の企業価値を高める証明と考えています。一
方、新分野進出の第一弾として前期にインテリア分野へ参入し、イタリアで開催された２００７年ミラノサ
ローネ（世界最大のインテリアショー）に出品した「ＳＵＭＩランプ」は、モダンリビング、日経ビジネ
ス、家庭画報、その他多くの女性誌に掲載され当社のインテリア分野への進出は、大きな成功としてマー
ケットにも評価を頂きました。この「ＳＵＭＩランプ」を中心とした「ミラノコレクション展｣を各地で開催
するなど販売増進を図ってまいりましたが、売上高は８億９千９百万円（前年同期比１．０％減）となりま
した。損益面では営業損失は１千７百万円（前年同期は営業損失１千２百万円）、経常損失は４千８百万円
（前年同期は経常損失３千９百万円）となりました。また、役員退職慰労金制度の廃止による役員退職慰労
引当金戻入益５千８百万円を特別利益に計上したことや、債務保証損失引当金繰入額３千９百万円を特別損
失に計上したこと等により、中間純損失は２千３百万円（前年同期は中間純利益１千５百万円）となりまし
た。

　原油高に伴い原材料の高騰など景気は不透明感を残したまま推移すると予想され陶磁器業界を取り巻く環
境は依然として厳しく、需要の回復は予断を許さない状況が続くものと思われます。このような状況のも
と、引き続き経営の合理化と経費の削減を図るとともに百貨店での催事を展開してまいります。また、新し
いインテリア分野への進出は、リビング改革のムーブメントとして百貨店統合による２００８年からの大き
な投資が計画されているなかで｢和モダーン」の代表として確実に評価されております。また、本業である
食器部門の強化のために積極的に欧州家具やカトラリーなどとコラボレーションを試み、当社のブランド力
を新しい消費者に広め売上げの増収を図ってまいります。

深川製磁㈱　(5335)　平成20年３月期中間決算短信(連結)

投資活動によるキャッシュ・フロー

(2) 財政状態に関する分析

　当中間連結会計期間は、中間期末日が連結子会社のみなし支配獲得日となり、中間連結財務諸表のう
ち中間連結貸借対照表のみが連結対象であるため、以下の「(1) 経営成績に関する分析 (2) 財政状態に
関する分析」は当社単独の状況を記載しております。

　なお、当社株式は、平成19年11月30日付で福岡証券取引所株券上場廃止基準第2条第4号(上場時価総額5億
円基準)の規定に該当したため、平成19年12月31日をもって株券上場廃止になることが決定いたしました。

　当中間会計期間末の資産合計は、２６億５千万円(前事業年度比１億８千８百万円の減少）となりまし
た。これは主として、現金及び預金の減少８千３百万円や投資有価証券の減少６千５百万円によるものであ
ります。
　当中間会計期間末の負債合計は、２６億７千１百万円（前事業年度比１億４千５百万円の減少）となりま
した。これは主として、短期借入金及び長期借入金の減少１億２千７百万円や役員退職慰労引当金の減少６
千３百万円によるものであります。
　当中間会計期間末の純資産合計は、２千万円（前事業年度はプラス２千１百万円）のマイナスとなりまし
た。これは主として、中間純損失２千３百万円やその他有価証券評価差額金の減少１千９百万円によるもの
であります。

　当中間会計期間における営業活動による資金の減少は３千万円（前年同期は９百万円の増加）となりまし
た。これは主として、税引前中間純損失２千万円や投資有価証券売却益２千万円等によるものであります。

②キャッシュ・フローの状況
当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、投資活動による資金は増加

しましたが、営業活動及び財務活動による資金が減少したことにより、前事業年度末に比べ７千５百万円
（４４．２％）減少し、９千５百万円となりました。

営業活動によるキャッシュ・フロー
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(注)

(3) 利益配分に関する基本方針及び当期の配当

(4) 事業等のリスク

　　　

　　　

　当中間会計期間における財務活動による資金の減少は１億２千７百万円（前年同期は４千４百万円の増
加）となりました。これは主として、長期借入金の返済によるものであります。

--

7.8 △ 0.8

平成17年9月中間期

(参考)　キャッシュ・フロー関連指標の推移

平成18年9月中間期 平成19年9月中間期

 負債を対象としております。

　　 インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

　　 キャッシュ・フロー対有利子負債比率:有利子負債/キャッシュ・フロー

イ ン タ レ ス ト ･ カ バ レ ッ ジ ･ レ シ オ ( 倍 ) - 0.4 -

３ 有利子負債は、中間貸借対照表(貸借対照表)に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての

 がマイナスであるため、記載しておりません。

深川製磁㈱　(5335)　平成20年３月期中間決算短信(連結)

- -

7.5 0.8

-

24.5 15.0

財務活動によるキャッシュ・フロー

 当社では、収益状況に対応した配当を基本としつつ、企業体質の強化や将来の事業展開に備えるための内
部留保の充実などを勘案して決定することを基本方針としておりますが、業績不振により長期に亘って配
当を実施しておりません。当期も損益の状況により株主の皆様には誠に申し訳ありませんが配当を見送ら
せていただきます。また、今後は復配を目指し、以後安定的かつ継続的に配当を行えるよう財務体質の強
化と業績の向上を図る所存であります。

10.2

４ 平成１7年９月中間期、平成１9年９月中間期、平成１8年３月期、、平成19年3月期のキャッシュ・フロー

 対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオについては、営業活動によるキャッシュ・フロー

　　 時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産

１ 株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

２ キャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。

111.9

時価ベースの株主資本比率

　　 株主資本比率：株主資本／総資産

平成18年3月期 平成19年3月期

株 主 資 本 比 率 (％) 7.6

 　②災害による影響

当社の主要品目の陶磁器は衝撃に弱いため、破損しやすく、大規模な地震が発生した場合、直接的な
被害の影響と間接的には消費者への心理的影響による商品の買い控えで売上が減少する可能性がありま
す。その発生時期や規模は予測不可能でありますが、発生した場合には財政状態及び経営成績に影響を
及ぼす可能性があります。

18.0
キャッシュ・フロー
対有利子負債比率

　　①有利子負債依存度について

当社は、運転資金及び設備資金のほとんどを金融機関からの借入金に依存しているため、有利子負債
への依存度が高く、金利が上昇した場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

また、既存借入金の借り換え時の資金調達については、金融機関の融資姿勢や金融情勢により、引き
続き借入れの継続が可能であるという保証はありません。このため、金融機関との意思の疎通を密に
し、信頼関係を醸成していく必要があります。

(％) 25.8

(％) -

項　目
期　別
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深川製磁（株）(5335) 平成 20 年 3 月期中間決算短信(連結) 
 

2 企業集団の状況 

(1) 事業の内容 

当社グループは、連結子会社１社及び非連結子会社１社で構成され、陶磁器の製造販売を主

として行っております。 

なお、当社グループの事業内容、取引内容は次のとおりであります。 

  

① 陶磁器事業 

当社は、百貨店等の得意先に直接販売しているほか、当社の営業所等でも店頭販売を行っ

ております。また、佐賀県及び長崎県については連結子会社の深川製磁販売株式会社を通じ

て販売しております。 

なお、当社は、他社製品の販売も行っておりますが、他社品の仕入れの一部については上

記深川製磁販売株式会社及び非連結子会社の有限会社こむより商品を仕入れております。 

  

② レストランその他の事業 

西有田工場に隣接する陶磁器の展示棟兼販売店であるチャイナ・オン・ザ・パーク敷地内

でレストラン事業及び雑貨等の販売を行っております。 

なお、各事業の売上高の比率は陶磁器96.7％、レストランその他3.3％となっております。 

   事業(陶磁器)の系統図は次のとおりであります。 
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深川製磁（株）(5335) 平成 20 年 3 月期中間決算短信(連結) 
 

(2) 関係会社の状況 

当中間連結会計期間において、深川製磁販売株式会社が新たに提出会社の関係会社(連結子

会社)となり関連会社であった有限会社こむは、非連結子会社となりました。 
  

名称 住所 
資本金 
(千円) 

主要な 
事業の内容

議決権の所有

(又は被所有)

割合(％) 
関係内容 

(連結子会社)         
深川製磁販売株式会社 佐賀県西松浦郡 

有田町 
10,000 陶磁器の販売 ―

(2.80)

[49.28] 

当社製品及び商品の販売並びに

当社が商品の仕入を行っておりま

す。 
当社所有の土地及び建物につい

て賃貸借契約を締結しておりま

す。 
なお、当社より資金援助を受けて

おります。また、銀行借入に対し、

当社が債務保証を行っており、当

社の銀行借入の一部について債務

保証を受けております。 
(非連結子会社)         
有限会社こむ 佐賀県西松浦郡 

有田町 
3,000 陶磁器の販売 ―

(1.88)

[100.00]

当社が販売する他社品の仕入先

であります。 
なお、当社より資金援助を受けて

おります。 
役員の兼任  １名 

(注) １ 議決権の直接的な所有割合はいずれの会社も100分の50以下でありますが、実質的に支配して

いるため子会社としたものであります。 

２ 議決権の所有割合の[ ]内は緊密な者又は同意をしている者の所有割合で外数となっており

ます。 

３ 深川製磁販売㈱は債務超過会社であり、債務超過額は92,413千円であります。 
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深川製磁㈱　(5335)　平成20年３月期中間決算短信(連結)

(5) 継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

　　① 製造部門と営業部門のタイムリーな情報共有を図り、販売状況に即応した多品種少量体制の構築

また、当社が平成１９年５月に策定した「経営改善三ヵ年計画」の進捗状況で、平成１９年９月中間期の
売上高はほぼ横ばいの８億９千９百万円（計画 ９億８百万円）となりましたが、生産調整による原価高や
販売費及び一般管理費の増加等により、それぞれ営業損失１千７百万円（計画 営業利益３千４百万円）、
経常損失４千８百万円（計画 経常利益８百万円）、中間純損失２千３百万円（計画 中間純利益８百万
円）となりました。このため、計画を抜本的に見直し、新たに経営改善計画（五ヵ年事業計画）を策定中で
あります。
　詳細は、11ページ「継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況」をご覧ください。

　当社は有田焼を世界に広めることを創立の精神として日本一の品質を目指し、日本の象徴である富士山を
会社のマークと定め、「やきものは、みんなの心の和でつくる総合芸術」を社是として、創業以来、やきも
のを通じ日本文化を世界へ紹介いたします。

(4) 会社の対処すべき課題

　なお、当社株式は、平成19年12月1日に福岡証券取引所から平成19年12月1日から平成19年12月30日までの
期間について整理ポストを割当てられました。

　　詳細は、11ページ「継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況」をご覧ください。

３ 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略

　当社の基本戦略は下記のとおりであります。

　　③ 販売戦略の東京地区への集中

　　② 和食器のブランドを活かし他チャンネル（インテリア）への戦略を展開

新たな｢経営改善計画（五ヵ年事業計画）｣の策定により、売上高対経常利益率２％を目標にしておりま
す。
　　なお、具体的な取組みは3ページの「１ 経営成績｣（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。

　当社グループは、売上による収入を安定化し、固定費を中心としたコストの削減や営業部門の強化を図
るとともに、早期に債務超過を解消しつつ安定的な財政状態を維持できるよう努力してまいります。また、
当社には継続企業の前提に重要な疑義が存在しておりますが、策定中の「経営改善計画(五ヵ年事業計画)」
の実現に向けて努力しております。なお、具体的な内容については「継続企業の前提に重要な疑義を抱かせ
る事象又は状況」を参照してください。
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深川製磁（株）(5335) 平成 20 年 3 月期中間決算短信(連結) 
 

4 中間連結財務諸表 

(1) 中間連結貸借対照表 
 

    当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

区分 
注記

番号
金額(千円) 

構成比 

(％) 

(資産の部)       

Ⅰ 流動資産       

１ 現金及び預金 ※２  307,465  

２ 受取手形及び売掛金    238,523  

３ たな卸資産    1,372,940  

４ 繰延税金資産    30,826  

５ その他    20,099  

  貸倒引当金    △3,986  

流動資産合計    1,965,869 70.4

Ⅱ 固定資産       

１ 有形固定資産 ※１     

(1) 建物及び構築物 ※２ 443,291    

(2) 土地 ※２ 247,077    

(3) その他 ※２ 34,551 724,920 26.0

２ 無形固定資産    6,889 0.2

３ 投資その他の資産       

(1) 投資有価証券   37,126    

(2) その他   68,569    

  貸倒引当金   △12,074 93,621 3.4

固定資産合計    825,430 29.6

資産合計    2,791,300 100.0
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深川製磁（株）(5335) 平成 20 年 3 月期中間決算短信(連結) 
 

    当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

区分 
注記

番号
金額(千円) 

構成比 

(％) 

(負債の部)       

Ⅰ 流動負債       

１ 支払手形及び買掛金    157,402  

２ 短期借入金 ※２  1,488,956  

３ 未払法人税等    3,343  

４ その他    151,984  

流動負債合計    1,801,687 64.6

Ⅱ 固定負債       

１ 長期借入金 ※２  696,821  

２ 繰延税金負債    1,870  

３ 退職給付引当金    316,390  

４ その他    15,316  

固定負債合計    1,030,399 36.9

負債合計    2,832,086 101.5

(純資産の部)       

Ⅰ 株主資本       

１ 資本金    203,500 7.3

２ 資本剰余金    42,098 1.5

３ 利益剰余金    △261,747 △9.4

４ 自己株式    △27,371 △1.0

株主資本合計    △43,520 △1.6

Ⅱ 評価・換算差額等       
１ その他有価証券 

  評価差額金 
   2,733 0.1

評価・換算差額等合計    2,733 0.1

純資産合計    △40,786 △1.5

負債純資産合計    2,791,300 100.0
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深川製磁（株）(5335) 平成 20 年 3 月期中間決算短信(連結) 
 

(2) 中間連結損益計算書 

当中間連結会計期間は、中間期末日が連結子会社のみなし支配獲得日となり、中間連結

財務諸表のうち中間連結貸借対照表のみが連結対象であるため、中間連結損益計算書は作

成しておりません。 

  

(3) 中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間は、中間期末日が連結子会社のみなし支配獲得日となり、中間連結

財務諸表のうち中間連結貸借対照表のみが連結対象であるため、中間連結株主資本等変動

計算書は作成しておりません。 

 

(4) 中間連結キャッシュ・フロー計算書 

当中間連結会計期間は、中間期末日が連結子会社のみなし支配獲得日となり、中間連結

財務諸表のうち中間連結貸借対照表のみが連結対象であるため、中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書は作成しておりません。 
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深川製磁（株）(5335) 平成 20 年 3 月期中間決算短信(連結) 
 

(5) 継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 
  

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

当社グループは、当中間連結会計期間において、40,786千円の債務超過の状況になっており

ます。 

これにより、当社グループには継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。中

間連結財務諸表提出会社である当社は、当該状況を解消すべく主力金融機関と協議しながら経

営コンサルタントを介し、下記の内容を骨子とした新たな「経営改善計画(五ヵ年事業計画)」

を策定中であります。 

１ 営業部門 

 ① 販売戦略の東京集中 

 ② 営業店支援機能の強化 

 ③ ブランド戦略と販売戦略の統一化、同期化等 

２ 生産部門 

 ① 技術継承についての仕組み作り 

 ② 本社工場、西有田工場の生産ラインの見直し 

 ③ 販売状況に即応した多品種少量生産体制の構築等 

３ 総務・人事部門 

 ① ガバナンス機能の強化、取締役会の活性化 

 ② 社外からの人材招聘 

 ③ 本社機能の西有田工場への移転等 

４ 財務部門 

 ① 資産の圧縮 

 ② 計数管理機能の強化 

 ③ 固定費を中心とするコスト削減 

 「経営改善計画(五ヵ年事業計画)」は当社の事業再建を果たすべく、売上による収入を安定

化し継続的な資金確保に重点を置いております。なお、資金面については、現状では、取引金

融機関からの新規、追加調達の可能性は低いことから、下半期以降の売上高が計画どおりに推

移しない場合には、資金繰りが逼迫する可能性があります。これに対して、当社は主力金融機

関からの借入金について返済条件の変更を依頼する予定であります。 

 中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、上記のような重要な疑義の影響を

中間連結財務諸表には反映しておりません。 
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深川製磁（株）(5335) 平成 20 年 3 月期中間決算短信(連結) 
 

(6) 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  

項目 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数  １社 

深川製磁販売株式会社 

(注)みなし支配獲得日を当中間会計期間末

としているため、当中間連結会計期間は

中間連結貸借対照表のみを作成してお

ります。 

  (2) 非連結子会社の名称等 

非連結子会社 

 有限会社こむ 

(連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社は小規模であり、総資産、売

上高、中間純損益、利益剰余金等はいずれも

中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼして

いないためであります。 

２ 持分法の適用に関する事項 (1) 持分法を適用した非連結子会社はありませ

ん。 

  (2) 持分法を適用しない非連結子会社の名称 

有限会社こむ 

同社は、中間純損益及び利益剰余金等から

みて、持分法の対象から除いても中間連結財

務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全

体として重要性がないため、持分法の適用範

囲から除外しております。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関す

る事項 

 深川製磁販売株式会社の中間決算日は、７月31

日であります。中間連結財務諸表の作成に当たっ

ては同日現在の中間財務諸表を使用し、中間連結

決算日との間に生じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っております。 

４ 会計処理基準に関する事項 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

 ① 有価証券 

  〔その他有価証券〕 

   時価のあるもの 

     中間連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は総平均法によ

り算定) 

   時価のないもの 

    総平均法による原価法 

   ② たな卸資産 

   商品・貯蔵品 

    最終仕入原価法による原価法 

   製品・半製品・仕掛品 

    売価還元法による原価法 

原材料 

    月次移動平均法による原価法    

  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 ① 有形固定資産 

   建物 

   a 平成19年３月31日以前に取得したもの 

     旧定額法によっております。 

   b 平成19年４月１日以降に取得したもの 

     定額法によっております。 
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深川製磁（株）(5335) 平成 20 年 3 月期中間決算短信(連結) 
 

項目 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

     その他 

   a 平成19年３月31日以前に取得したもの 

     主として旧定率法によっております。

   b 平成19年４月１日以降に取得したもの 

     主として定率法によっております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであり

ます。 

 建物  ８～39年 

 構築物 10～60年 

(会計方針の変更) 

法人税法の改正に伴い、当中間連結会計

期間より、平成19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産について、改正後の法人税

法に基づく減価償却の方法に変更してお

ります。 

なお、当中間連結会計期間については、

中間連結損益計算書を作成していないた

め、当該変更に伴う損益に与える影響並び

にセグメント情報に与える影響の記載を

省略しております。 

(追加情報) 

平成19年度の法人税法の改正に伴い、平

成19年３月31日以前に取得した資産につ

いては、改正前の法人税法に基づく減価償

却の方法を適用し、取得価額の５％に到達

した事業年度の翌事業年度より、取得価額

の５％相当額と備忘価額との差額を５年

間で均等償却し、減価償却費に含めて計上

しております。 

なお、当中間連結会計期間については、

中間連結損益計算書を作成していないた

め、当該変更に伴う損益に与える影響の記

載を省略しております。 

   ② 無形固定資産 

   定額法によっております。 

  (3) 重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。 

   ② 賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に充てるため、支給見

込額に基づき計上しております。 

   ③ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当連結会

計期間末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき当中間連結会計期間末

において発生していると認められる額を計

上しております。会計基準変更時差異につい

ては、10年による按分額を費用処理しており

ます。 

なお、連結子会社の退職給付債務について

は、中間連結会計期間末自己都合要支給額

(特定退職金共済制度により支給される部分

を除く)としております。会計基準変更時差

異については、15年による按分額を費用処理

しております。 
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深川製磁（株）(5335) 平成 20 年 3 月期中間決算短信(連結) 
 

項目 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

  (4) 重要なリース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。 

  (5) その他中間連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方

式によっております。 

  なお、「仮払消費税等」及び「仮受消費税等」

は相殺し、流動負債の「その他」に含めて表示

しております。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

 当中間連結会計期間は、中間貸借対照表のみが

連結の対象であるため、中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書は作成しておりません。 
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深川製磁（株）(5335) 平成 20 年 3 月期中間決算短信(連結) 
 

(7) 注記事項 

a (中間連結貸借対照表関係) 
  

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 940,636千円

※２ 担保に供している資産及びそれ

に対応する債務 

＜担保資産＞ 

建物 363,032千円

構築物 22,388千円

機械及び装置 3,760千円

窯 8,931千円

工具・器具及び備品 7,059千円

土地 247,077千円

定期預金 175,200千円

投資有価証券 16,758千円

合計 844,207千円

上記のうち、工場財団設定分 

建物 270,822千円

構築物 21,938千円

機械及び装置 3,760千円

窯 8,931千円

工具・器具及び備品 7,059千円

土地 94,784千円

合計 407,297千円

＜担保付債務＞ 

短期借入金(１年以内に返済予定の長期借入金 

を含む)及び長期借入金 2,115,247千円 
 ３ 受取手形割引高 12,042千円

 ４ 中間連結会計期間末日満期手形

の処理 

 当中間連結会計期間末日は金融機関の休日で

あったが、満期日に決済が行われたものとして処

理しております。当中間連結会計期間末日満期手

形の金額は次のとおりであります。 

 受取手形 65千円

 割引手形 3,526千円 
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深川製磁（株）(5335) 平成 20 年 3 月期中間決算短信(連結) 
 

b (リース取引関係) 
  

項目 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

  

(1) リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高   
取得価額

相当額 

(千円) 

減価償却累 

計額相当額 残

(千円) 

中間期末

高相当額

(千円) 

車両及び 

運搬具 
3,036 1,771 1,265

工具・器具

及び備品 
37,292 25,139 12,153

ソフト 

ウェア 
43,839 9,459 34,379

合計 84,168 36,369 47,798

 取得価額相当額は、未経過リース料中間期末残

高が有形固定資産等の中間期末残高に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算定してお

ります。 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当

額 

１年内 15,750千円

１年超 32,047千円

合計 47,798千円

 未経過リース料中間期末残高相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定資産等の中間

期末残高に占める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

(3) 支払リース料等 

  支払リース料 

  減価償却費相当額 

  
8,733千円

8,733千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

 (減損損失) 

 リース資産に配分された減損損失はありませ

んので、項目等の記載は省略しております。 

 

16



深川製磁（株）(5335) 平成 20 年 3 月期中間決算短信(連結) 
 

c (有価証券関係) 

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

 その他有価証券で時価のある有価証券 
  

区分 取得原価(千円) 

中間連結貸借対照表計上

額 

(千円) 

差額(千円) 

株式 20,509 25,114 4,604

(注) 時価のある株式の減損処理にあたっては、時価が取得原価に比べ50％以上下落した銘柄はすべて

減損処理を行い、30％以上50％未満下落した銘柄については、当該金額の重要性、回復可能性を考

慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。なお、当中間連結会計期間は、

11,313千円の減損処理を行っております。 

  

 時価評価されていない有価証券 
  

区分 中間連結貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券  

 割引金融債券 10,632

 非上場株式 1,379

合計 12,011

  

d (デリバティブ取引関係) 

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

 当社グループは、デリバティブ取引を行っていないため該当事項はありません。 

  

e (ストック・オプション等関係) 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 該当事項はありません。 
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深川製磁（株）(5335) 平成 20 年 3 月期中間決算短信(連結) 

f (セグメント情報) 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、中間連結損益計算

書を作成していないため該当事項はありません。 

  

g (１株当たり情報) 
  

項目 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

１株当たり純資産額 △10円25銭

(注) 当中間連結会計期間については、中間連結損益計算書を作成していないため、１株当た

り中間純利益金額、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額及びこれらの算定上の基礎

に関する記載を省略しております。 

  

h (重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  
5 その他 

当社株式は、平成 19 年 12 月１日に福岡証券取引所から整理ポストに割当てられました。整

理ポスト割当期間は、平成 19 年 12 月１日から平成 19 年 12 月 30 日までであり、平成 19 年

12 月 31 日をもって株券上場廃止となります。 
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